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  平成24年８月10日に提出いたしました第44期第１四半期（自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日）に係る四

半期報告書の記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、四半期報告書の訂正報告書を

提出するものであります。  

  

第一部 企業情報 

第２ 事業の状況 

１ 事業等のリスク 

  

 訂正箇所は＿＿＿を付して表示しております。 

  

第一部 【企業情報】 

第２ 【事業の状況】 

１ 【事業等のリスク】 

  

（訂正前） 

 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 なお、当社グループは、第41期まで３期連続して営業損失を計上し、第42期まで４期連続して経常損失を計上して

おりましたが、有利子負債の圧縮による金利負担の軽減と役員報酬の削減、発注先の見直しによる経費の削減、グル

ープ内を中心とした人員の再配置、社員給与のカット、賞与の停止、希望退職者の募集等々、徹底したコスト削減施

策を実施いたしました結果、営業利益を第42期以降、経常利益を前連結会計年度より当第１四半期連結累計期間まで

継続して計上しており、営業キャッシュ・フローは４期連続プラスで推移しております。また、当第１四半期連結累

計期間において、新規の不動産開発を一時休止しているため不動産販売事業の売上高は計上しておりませんが、不動

産賃貸事業、販売代理・仲介事業を中心に、売上高、営業利益を計上しております。 

 今後、上記の施策による損益改善効果が見込まれる状況において、引き続き収益力改善と安定的な資金確保に取り

組むことで、当社グループは継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと考えており、更なるコス

ト削減と営業力の一層の強化により財務基盤の安定化に努め、営業利益の確保を目指してまいります。 

 なお、将来に関する事項は、当第１四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

  

（訂正後） 

 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 なお、当社グループは、第41期まで３期連続して営業損失を計上し、第42期まで４期連続して経常損失を計上して

おり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。 

 しかしながら、有利子負債の圧縮による金利負担の軽減と役員報酬の削減、発注先の見直しによる経費の削減、グ

ループ内を中心とした人員の再配置、社員給与のカット、賞与の停止、希望退職者の募集等々、徹底したコスト削減

施策を実施いたしました結果、営業利益を第42期以降、経常利益を前連結会計年度より当第１四半期連結累計期間ま

で継続して計上しており、営業キャッシュ・フローは４期連続プラスで推移しております。また、当第１四半期連結

累計期間において、新規の不動産開発を一時休止しているため不動産販売事業の売上高は計上しておりませんが、不

動産賃貸事業、販売代理・仲介事業を中心に、売上高、営業利益を計上しております。 

 今後、上記の施策による損益改善効果が見込まれる状況において、引き続き収益力改善と安定的な資金確保に取り

組むことで、当社グループは継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないものと考えており、更なるコス

ト削減と営業力の一層の強化により財務基盤の安定化に努め、営業利益の確保を目指してまいります。 

 なお、将来に関する事項は、当第１四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。 

  

１【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

２【訂正事項】

３【訂正箇所】
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 当社代表取締役許斐信男は、当社の第44期第１四半期（自平成24年４月１日 至平成24年６月30日）の四半期報告

書の訂正報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】


